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平成26年度 福島支部の収支決算（暫定版）  【予算・決算との対比】 【健康保険勘定】 （単位：百万円） 

（注1）東日本大震災関係の特例等は以下のとおり 
  ①原発事故に伴う警戒区域等の被災者にかかる震災一部負担免除額に充てられる特例国庫補助をあらかじめ除いたうえで、年齢調整、所得調整、激変緩和を実施した。   
  ②原発事故に伴う警戒区域等の被災者以外のものにかかる一部負担金免除額等は実績値を用いており、医療給付費にはその他の者にかかる震災一部負担金免除額等を含んでいる。 
（注2）年齢調整額、所得調整額、激変緩和のマイナスは調整額を受け取り、プラスは調整額を出す。 
（注3）端数整理のため、計数が整合しない場合がある。 

  支部予算額(a) 
支部決算額(b) 差額(b)-(a) 適用 

（保険料率算定） 

 収入 121,721 132,520 10,799 標準報酬月額 対前年比3.2%（年平均）、被保険者数 対前年比1.6%（年平均） 

保険料収入 121,010 130,569 9,559   

準備金取り崩し 763 0 ▲ 763 収支差がプラスのため、準備金の取り崩しは不要 

その他収入（協会） 228 237 9 協会全体の実績額を福島支部総報酬額で按分 

その他収入（国） 117 1,714 1,597 協会全体の実績額を福島支部総報酬額で按分 

平成24年度の収支差の精算 ▲397              ‐              ‐  都道府県単位保険料率の算定時に精算 

 支出 121,721 125,981 4,260   

医療費給付費（調整後） 63,288 65,007 1,719   

医療給付費 65,229 64,599 ▲ 630 
見込みより医療給付費の伸びが下回った。（原発事故に伴う震災特例分を調整済み。） 
平成24年9月までの受診については、「家屋の全壊・半壊」に対する一部負担金免除相当額が医療給付
費に含まれている。 

  年齢調整額 347 ▲77 ▲ 424 見込みより、年齢構成が高くなった（年齢が高い人＝医療費も高い人として算出しているため） 

所得調整額 ▲5,668 ▲3,013 2,655 見込みより、所得が高くなり全国平均との差が縮まった。 

激変緩和 3,380 3498 118 

医療費給付費の伸び率に比べて保険料収入の伸び率のほうが高かったため、全国平均との差が拡大し
調整額が増加した。 
激変緩和は、全国平均都市部の医療費の差に2.5/10を乗じたものであり、全国平均に近いほど数値は
小さくなる。 

  現金給付費等 5,778 6,259 481 支部の総報酬増加により全国按分割合が高くなった 

前期高齢者納付金等 49,829 51,806 1,977 支部の総報酬増加により全国按分割合が高くなった 

業務経費・一般管理費 2,444 2,134 ▲ 310 協会全体の実績額を福島支部総報酬額で案分 

その他支出（協会） 50 51 1 協会全体の実績額を福島支部総報酬額で案分 

その他支出（国） 331 325 ▲ 6 協会全体の実績額を福島支部総報酬額で案分 

平成24年度の収支差の精算              ‐ 397              ‐ 
地域差分等の収支差を精算。平成24年度はマイナスであったため、平成26年度の支出に加算され、料
率が上がる方向に作用する。 

特別計上分（業務経費の別掲） 1 0 ▲ 1 平成26年度福島支部の実績額 

 収支差              ‐ 6,539              ‐   

全国平均分 0 6,317              ‐ 全国の単年度収支差372,603百万円を総報酬額で按分したもの 

  

地域差分 0 223              ‐ 
平成28年度の料率算定時に精算される（プラスの場合は料率が下がる方向へ作用する） 
平成26年度福島支部の保険料率に換算すると0.02％に相当 

  
医療費給付費等地域差分 0 3              ‐ 

医療給付費等地域差分は、加入者一人当たり医療給付費（全国平均との差分）の実績が保険料率算定
時の見込みからかい離した影響を表す。 

要精算分 0 219              ‐ 
要精算分は、平成26年度保険料を凍結するための準備金取り崩し分と、本来総報酬按分で取り崩すべ
き準備金取り崩し分との差額。 
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